
幼児教育・保育の無償化について

○ 無償化の対象となるためには、事前に市から「保育の必
要性の認定」を受ける必要があります。

（注１）「保育の必要性の認定」の要件については、就労等
の要件（認可保育所の利用と同等の要件）があります。

（注２）認可保育所等に申し込みをした方で、既に認定を受
けている方については、改めての認定申請は不要です。

○ ３歳児クラスから５歳児クラスまでの子どもたちは、月
額３万７０００円（令和８年１０月利用分より４万３００円
に改定）まで、０歳児クラスから２歳児クラスまでの住民税
非課税世帯の子どもたちは月額４万２０００円（令和８年１
０月利用分より４万５７００円に改定）までの利用料が無償
化の対象となります。

（注）大和郡山市所定の請求書に必要事項を記載し、施設が
発行する領収証等を添付して、施設に提出することが必
要です。

○・一時預かり事業 ・病児保育事業
・ファミリー・サポート・センター事業等が対象です。

一時預かり・病児保育等
を利用している方へ
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※無償化の対象は保育料です。食材料費、行事費、教材費などは、これまでど

おり保護者の負担になります。ご注意ください。

⑤施設等利用費の支払い

②① ③

①利用契約
②利用料の支払い
③領収書等の発行
④施設等利用費の請求書提出

◎ 支払い方法は、利用者が利用料を一旦負担し、その後自治
体に申請することで払い戻しを受ける償還払いとなります。また、
償還払いの請求可能期間は２年間となります。利用月から２年を
過ぎると請求できなくなるため、ご注意ください。
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